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本稿の目的は，「慶應義塾家計パネル調査（KHPS）」を用い，景気変動による夫婦の所得，就業状

態の変化が世帯の所得格差に及ぼす影響を検証することである．分析の結果，次の 3点が明らかにな

った．1点目は，夫の所得変化について分析した結果，景気が大きく後退した時期において，中高所

得層で所得の伸びが滞り，賞与減などを通じて所得の減少を経験した世帯が多かった．一方，低所得

層でも失業や転職を通じて所得の減少を経験したものはいたが，景気後退期であっても所得の伸びを

経験しているものも多く見られた．これらの結果から，景気後退期に低所得層と高所得層の夫の所得

格差が縮小すると考えられる．2点目は，夫の所得変化が妻の就業に及ぼす影響を分析した結果，夫

の所得が低下した場合，これまで働いていなかった妻の労働供給が増加するといった形で付加的労働

者効果が観察された．この効果はもともとの世帯所得が低い家計において大きいことが観察された．

3点目は，夫の勤労所得のみで計測したジニ係数と，妻の勤労所得も足し合わせた所得で計測したジ

ニ係数を時系列に比較した結果，妻の勤労所得は世帯間の所得格差を縮小させること，なかでも

2008年の景気後退期から数年間，妻の勤労所得による格差縮小効果が大きいことがわかった．以上

の分析結果をまとめると，景気後退期に有配偶世帯における所得格差は縮小するが，その背景には中

高所得層の夫の所得低下と低所得層の妻の新規就業が影響を及ぼしていると考えられる．なお，この

結果は現役世代の有配偶世帯のみを対象にして得られたものであり，無配偶世帯を含めて計測したジ

ニ係数は，むしろ景気とカウンターシクリカルな動きを示し，景気が回復すると所得格差は縮小し，

悪化すると拡大する傾向があることも明らかとなった．景気変動による世帯別，属性別の労働需給の

変化が世帯の所得格差に大きな影響を与えている．

JEL Classification Codes : J11, J30, I31

1．問題意識

わが国ではバブル崩壊後の長期不況以降，所

得格差について社会的な関心が集まるようにな

ってきた．これを受け，経済学の視点からさま

ざまな研究が行われ，所得格差の現状や背景が

検証されてきた．これまでの研究成果について

整理すると，2000年代半ば以前の研究では主

に所得格差の原因が分析され，格差拡大の原因

が高齢化や単身世帯の増加であることが明らか

になった（大竹 2005）．また，2000年代半ば以

降の研究では所得格差の拡大が続いているのか

といった点が分析され，所得格差が持続的に拡

大しているわけではないことが明らかにされて

いる1）（小塩 2010）．たとえば，「国民生活基礎

調査」を用いた小塩（2010）は，1997 年から

2000年にかけてジニ係数が上昇するものの，

2003年には低下し，2006年になると再び上昇

することを示している．また，2016 年 9 月に

発表された厚生労働省「平成 26年所得再分配

調査」の最新の値では，前回の 2011年から比

較して，2014年の再分配後の等価所得による

ジニ係数はわずかに低下している．これらの結

果から，2000年以降では所得格差が上昇し続

けているわけではないと言える．

所得格差の変動の背景にはどのような要因が

影響を及ぼしているのだろうか．これにはさま

ざまな原因が考えられるが，本稿では現役世代

の有配偶世帯間における所得格差に焦点をあて，

景気変動の影響に注目する．景気変動は 2つの

経路を通じて世帯所得に影響を及ぼすと考えら

れる．1つ目の経路は，家計の主たる稼得者で

ある世帯主（主に夫）の所得である．景気が後退

した際，多くの家計で世帯主所得が低下すると

考えられる．景気後退期に解雇などの雇用調整

よりも賞与などの所得による調整が大きい場合，
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この割合の高い高所得層における収入減が大き

く，所得格差を縮小させる可能性がある．景気

回復期には，雇用創出により低所得層に大きな

恩恵を与える場合は格差の縮小に寄与するかも

しれないが，所得増により高所得層に大きな恩

恵を与える場合は格差を拡大させる方向に寄与

するかもしれない．

2つ目の経路は，女性就業，特に妻の就業の

変化である．内閣府「男女共同参画白書 2014

年版」で指摘されるように，わが国では男性の

非正規雇用が増加したり，平均所得が減少する

傾向にあるため，妻の所得が家計を支える上で

重要な役割をはたすようになった．ここで景気

後退期に世帯主所得が低下した場合，妻が新た

に働き出したり労働時間を増やしたりすること

で，夫の所得の低下を補てんする可能性がある．

もしこの妻の労働供給の増加が世帯所得の低い

階層を中心に観察される場合，所得格差は縮小

すると予想される．これに対して，逆に妻の労

働供給の増加が世帯所得の高い階層を中心に生

じる場合，所得格差は拡大すると予想される．

このように景気変動は女性就業，特に妻の就業

の変動を通じても所得格差の拡大，縮小に寄与

すると考えられる．

景気変動が所得格差に及ぼす影響については，

これまで十分検証されておらず，その実態につ

いて明らかになっていない2）．しかし，この点

を検証することは，所得格差の変動のメカニズ

ムを示すものであり，研究意義が大きい．そこ

で，本稿では「慶應義塾家計パネル調査（以下，

KHPS）」を用い，現役世代の有配偶世帯に焦

点を当て，景気変動による夫および妻の所得，

就業状態の変化が所得格差に及ぼす影響につい

て，以下の 2つの経路から検証を行う．1つ目

は，景気変動と夫の所得変化に関する分析であ

る．2004年から 2015年までの KHPSを用い，

所得分位別に夫の所得がどのように変化してき

たのかを検証する．この際，2008 年の世界的

な金融危機による不況（リーマンショック）が有

配偶男性の所得にどのような影響を及ぼしたの

かに注目する．2つ目は，夫婦の所得，就業の

相互関係に関する分析である．ここでも KHPS

を用い，夫の所得が低下した際の妻の就業行動

の変化を所得階層別に計量分析する．さらに，

妻の就業が所得格差に及ぼす影響を明らかにす

るため，夫の所得のみで測ったジニ係数と夫婦

の合算所得で測ったジニ係数を時系列に算出し

比較する．

所得格差を検討する際，単身世帯や母子世帯，

高齢世帯の存在は重要であるものの，本稿では

夫婦の就業，所得の相互関係が所得格差に及ぼ

す影響を主に分析するため，現役世代の有配偶

世帯に分析対象を限定する．そのため，次節で

は，現役の有配偶世帯に分析対象を限定する意

味と課題について述べる．合わせて，今回の分

析の対象であるリーマンショックの労働市場へ

の影響についても確認する．続く，第 3節では

景気変動と夫の所得変化の関係を検証し，第 4

節では夫の所得低下時における妻の就業行動の

変化を検証し，第 5節では妻の収入が世帯の所

得格差に与える影響を検証する．

2．分析の対象と特徴

本節では，所得格差を研究するうえで，現役

世代の有配偶世帯のみを分析対象とすることが

どのような意味を持つのか，そして，この分析

で着目するリーマンショックが労働市場に対し

どのような影響があったのかについて確認して

おく．

本稿での分析対象は，現役世代の有配偶世帯

であり，具体的には KHPS2004年から 2015年

の各年における夫の年齢が 20歳から 59歳まで

の有配偶世帯である3）．分析対象を有配偶世帯

に限定することにより，景気変動による世帯主

（夫）の収入の変化のみならず，それに応じて生

じうる妻の就業行動の変化が所得格差にどのよ

うな影響を与えるのかについて分析することが

できる．近年，雇用の不安定化が進む中で，妻

の所得が家計内での重要性を増しており，夫婦

の所得変化の組合せが世帯間の所得格差にもた

らす影響に着目することは意義がある．

しかしながら，現役世代の有配偶世帯に限定

することにより，低所得のリスクが高い単身世

帯やひとり親世帯，また高齢世帯が分析の対象
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から外れることには留意が必要である．図 1で

は，厚生労働省「平成 26年国民生活基礎調査

の概況」より，世帯構造と世帯類型の状況を示

している．世帯構造からみると，今回の分析で

は全体の 27％を占める単独世帯および 7％を

占めるひとり親と未婚の子のみの世帯は除かれ

る．また，世帯類型からみると，全体の 24％

を占める高齢世帯4）は分析対象から外れる．

現役世代5）に限定して，本稿の分析対象から

外れる無配偶世帯（単身，ひとり親など）が所得

分布のどのあたりに位置しているのか，KHPS

で確認したものが図 2である．所得階層が低い

ほど，無配偶世帯の占める割合が高くなってい

ることがわかるが，現役世代全体においては，

無配偶世帯は圧倒的に少ないことも強調してお

く必要がある．ちなみに，図 3に示すとおり，

KHPSのデータを使って単身世帯やひとり親世

帯を含めた世帯主が 20-59歳の全世帯における

世帯主所得のジニ係数6）を計測すると，2003年

完全失業率が過去最高に近い 5.3％のときは

0.325と高かったが，その後失業率が低下する

に従いジニ係数も低下し，2008年には 0.307ま

で下がり，リーマンショック後の失業率が 5.1

％に急騰した 2009年にはジニ係数も 0.314に

上昇した．その後，失業率が低下するに従い，

ジニ係数も下がり，2013年の失業率が 4.0％の
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図 1．日本の世帯構造と世帯類型の状況（平成 26年）

出所） 厚生労働省「平成 26年国民生活基礎調査の概況」掲載の数値より筆者らが作成．

図 2．所得五分位の各階層における有配偶世帯と無配偶世帯の比率

（世帯主が 20-59歳の世帯に限定）

� 1） KHPS2004-2015のデータをプールして推計している．

� 2） 無配偶世帯とは，学生を除く 20-59歳の無配偶者が世帯主になっている世帯．

� 3） 20-59歳の世帯主（有配偶世帯の場合は夫）の勤労所得により，各年で五分位

階層を作成した．

出所） KHPS2004-2015を用いて筆者らが推計．



段階で，ジニ係数は 0.292の水準にある．その

ように現役世代全世帯の世帯主所得の所得格差

はむしろカウンターシクリカルな動きを示して

いる．本稿の分析結果は社会全体の所得格差に

ついて言及しているのではなく，あくまで現役

世代の有配偶世帯における所得格差について言

及していることを強調しておく必要がある．

また，分析のポイントとなるリーマンショッ

クが，労働市場へ与えた影響について特徴を整

理しておく7）．リーマンショックは，2008年 9

月にアメリカの投資銀行であるリーマンブラザ

ーズが破たんしたのを原因として発生した世界

的な金融危機であり，わが国の労働市場に深刻

な影響を及ぼした．総務省の「労働力調査」を

見ると，2008年から 2009年にかけて男性の失

業者は 44万人増加し，女性では 26万人も増加

した．失業率で見ると，男性では 4.1％から

5.3％へと 1.2％上昇し，女性では 3.8％から

4.8％へと 1％上昇している．わが国では 2000

年代前半以降，景気回復の影響もあって失業者

が減少していたため，このような大きな失業者

の増加はそのショックの大きさを物語っている．

また，同じく「労働力調査」で 2008年から

2009年の雇用形態別の就業者数の変化を見る

と，男性の正規の職員・従業員は 22万人減少

し，非正規の職員・従業員は 33万人減少した．

なお，この非正規の中でも派遣社員の減少がも

っとも大きく，18 万人ほど減少した．これに

対して女性の場合，正規の職員・従業員は 7万

人増加し，非正規の職員・従業員は 5万人の減

少にとどまっていた．女性非正規の減少の内訳

を見ると，派遣社員で 13万人の減少となって

いる一方で，契約社員・嘱託・アルバイトはこ

の期間も増加していたため，派遣社員の減少を

相殺していた．

さらに，「労働力調査」により 2008 年から

2009年の産業別雇用者数の変化を見ると，男

性では全体で 57 万人の減少となっていた8）．

その減少の中心は製造業であり，34万人ほど

雇用者数が低下した9）．これに対して女性の場

合，逆に雇用者数は 1万人増加していた．内訳

をみると，男性と同様に製造業の雇用者が 25

万人減少したが，医療，福祉の 17万人の増加

や他のサービス関連の産業での雇用者の増加に

よってその減少を相殺していた．

今回分析対象から外れる現役世代の無配偶世

帯は，リーマンショックとどのような関係があ

るか．同じく「労働力調査」よりリーマンショ

ック前（2007年）の状況を見ると10），15歳以上

の男性就業者全体11）においては，有配偶者が全

体に占める割合は 69％であるが，リーマンシ

ョックでもっとも失業が生じた派遣社員に限定

すると，有配偶者は 40％に過ぎない．すなわ

ち，リーマンショックで打撃が大きかった男性
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図 3．失業率と現役世代全世帯におけるジニ係数の時系列推移

� 1） 世帯主（有配偶世帯の場合は夫）が 20-59歳の世帯に限定して世帯主（有配偶の場合は夫）の勤

労所得を使ってジニ係数を計測した．なお，世帯主が学生の場合は除いている．

� 2） 翌年も勤労所得の情報が得られるサンプルに限定しているため，2013年（KHPS2014）までの

情報となっている．

出所） 厚生労働省「労働力調査」，および，KHPS2004-2015を用いて筆者らが推計．



派遣労働者の半数以上が本稿の分析対象には含

まれない無配偶者であり，リーマンショックと

のかかわりが強いことを留意しておく必要ある．

以上の結果を整理すると，リーマンショック

は雇用者を減少させていたが，その影響は特に

男性の派遣労働者において顕著だったと言える．

この背景には，長濱（2012）でも指摘されるよう

に，リーマンショックによる世界的な消費の低

迷が男性雇用者の多い製造業に深刻な影響を与

えたためだと考えられる．これに対して女性の

場合，リーマンショック時でも雇用が増加する

場合も見られ，その影響は対照的であった．女

性の場合，リーマンショック時でも雇用が増加

する雇用形態や産業が存在していたため，新規

就業しやすかった可能性がある．

最後に，利用するデータについても触れてお

く．本稿の分析で用いる KHPS は，毎年 2 月

に調査が実施されており，所得については前年

の所得について，就業状況については先月（1

月）の就業業況について質問している．そのた

め，KHPSの 2004年から 2015年のデータを利

用した場合，所得に関しては 2003年から 2014

年までの情報となる．以後，本稿では，調査年

ではなく，実際の情報に基づき年次を定義して

いく．

3．景気変動と夫の所得変化

この節では，有配偶男性に限定して，景気変

動と所得変化の関係について 2004年から 2015

年の KHPS を用いて検証する．具体的には，

夫の所得階層別に今年（t期）から翌年（t+1期）

の夫の所得の変化について確認し，リーマンシ

ョックとそれ以外の時期でこの動きに違いが見

られるか記述的に確認する．

分析に入る前に，表 1でこの節の分析で用い

るサンプルの属性について確認しておく．各 t

期において 20歳から 59歳の有配偶男性12）で，

かつ，t期に有業であったものを分析対象とし

ている．表 1 では KHPS の 2004 年から 2015

年のデータをプーリングして集計した値を所得

五分位ごとに掲載している．所得五分位につい

ては，分析対象となる夫の昨年 1年間の仕事か

らの収入（税・保険料控除前）をもとに各年毎に

算出している．分析には自営業者も含まれてお

り，その場合事業収入が含まれている可能性が

ある．所得階層ごとに夫の年齢を見てみると，

もっとも所得の高い第 5五分位で夫の年齢は高

く，最低所得層の第 1五分位においては平均と

しては中程度の年齢を示している．夫の雇用形

態については低所得層とそれ以外でかなりの差

が見られる．低所得層，特に，第 1五分位では

正規雇用の割合が著しく低い一方で非正規雇用

の割合が高い．また，自営業および家族従業員

の割合も中間所得層，高所得層に比較して多い

ことがうかがえる13）．

図 4では，t期における夫の所得五分位別に

t+1期にどの程度所得が増減したのか，KHPS

の 2004年から 2015年のデータをプールして集

計した結果を示している．前述のとおり，

KHPSでは 1年前の所得について尋ねているた

め，図中の年は調査年ではなく，所得を得た年

を表記している．図から明らかなとおり，所得

の低い有配偶男性ほど，翌年所得が上がる割合

が高いことがわかる．第 1五分位の半数程度が

136 経 済 研 究



翌年に 5％以上の所得の増加（平均 12万円の増

加）を経験しており，50％以上の所得の増加

（平均 125万円）を経験している割合も 15％程

度いる．所得の増加に関しては，切断点をどこ

にしても，t期で所得が低い層ほど t+1期で

所得増を経験している割合が大きいことがわか

る．

一方，1年後に所得の減少を経験した割合に

ついてみると，所得階層ごとに大きな差はなく，

どの階層もおおよそ 2-3割程度の世帯が t期か

ら t+1期において夫の所得の 5％以上の減少

（最低所得層で平均 12万円以上の減少，最高所

得層で平均 50万円以上の減少）を経験している

ことがわかる．10％以上の減少（最低所得層で

平均 25 万円以上の減少，最高所得層で平均

100万円以上の減少）については，おおよそ低

所得層ほど経験する割合が高くなっている．

図 4は，2003年から 2014年の間の各 2年間

の夫の所得の動きをプールして示しているが，

この動きを時系列的に見た場合，リーマンショ

ックの前後で異なる動きが見られるだろうか．

すなわち，リーマンショックという外的ショッ

クが，所得階層ごとに異なる影響を与える様子

を観測できるだろうか．図 5では，夫の所得階

層ごとに t期から t+1期に夫の所得が 10％以

上増加した世帯の割合を示している．リーマン

ショックは 2008年 9月に発生したので，2007

年から 2008年の所得の変化を見るより，2008

年から 2009年の所得の変化を見る方がよい．

図 4で確認したとおり，第 1五分位は所得増を

経験した割合が突出して高く，多い年で 6割，

少ない年でも 3割が 10％以上の所得増を経験

している．興味深いのは，第 1五分位以外の所

得層では，リーマンショックの時期に（2008年

→ 2009 年）10％以上の所得増を経験した割合

が激減しているが，第 1五分位ではそのような

様子が見られないことである．むしろ，2007

年から 2008年に所得増を経験した割合が減少

している．なお，これについては，10％では

なく，所得が 5％以上増加した割合についてみ

ても，同様に所得階層が低い世帯ほど所得が増

加する割合が高く，リーマンショックの時期に

は，第 1五分位以外で所得が低下した割合が極

端に増えた．

図 6 では，所得階層ごとに t期から t+1期

に夫の所得が 10％以上減少した世帯の割合を

示している．いずれの所得階層においても，リ

ーマンショックが起きた 2008年から 2009年に
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図 4．夫の所得階層別にみた t期から t+1期の夫の所得変動

（2003→2004から 2013→2014の所得変動をプールして集計）

� 1） KHPS2004-2015のデータをプールして推計している．

� 2） 分析対象は t期に有業であった 20-59歳の有配偶男性であり，所得階層は分析対象である 20-59歳の有配偶男性の所得（税・社

会保障控除前の年収）により各年毎に集計．

出所） KHPS2004-2015を用いて筆者らが推計．



所得の減少を経験した割合が増えていることわ

かる．10％以上の所得の減少を経験した割合

についてみると所得階層間で大きな差が見られ

ないが，切断点を 5％にして所得の減少額が少

額だったケースも含めた場合には，低所得層ほ

どショックが小さかった．意外にも，リーマン

ショックの時期において，特に中高所得層で所

得の伸びが妨げられたこと，また，低所得層の

みでなく中高所得層においても所得低下のショ

ックを受けていたため，リーマンショックによ

り所得格差が縮小する可能性が考えられる．

念のため，現役世代の有配偶男性がどのよう

な理由で所得の低下を経験するのかデータで確

認しておく．図 7では 10％の所得低下を経験

した人のうち，失業・転職を経験した人の割合

を所得階層ごとに示している．左側は 2003年

から 2014年までの集計結果をプールして示し

たものであり，右側はリーマンショック期のみ

を対象に集計したものである．第 1五分位にい

る有配偶男性ほど失業を経験した割合が大きく，

全期間を通じて 10％程度，リーマンショック

期のみに限定すると 20％になる．また，転職

についても所得階層間で差があり，同様に，低

所得層ほど転職の割合が高い．低所得層におい
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図 5．夫の所得階層別に見た t期から t+1期に所得の 10％以上増加を経験した割合

� 1） 図中の値は，t期の夫の所得階層別に，t期から t+1期に夫の所得が 10％以上増加した世

帯の割合を時系列に示している．

� 2） 分析対象は t期に有業であった 20-59歳の有配偶男性であり，所得階層は分析対象である

20-59歳の有配偶男性の所得（税・社会保障控除前の年収）により各年毎に集計．

出所） KHPS2004-2015を用いて筆者らが推計．

図 6．夫の所得階層別に見た t期から t+1期に所得の 10％以上減少を経験した割合

� 1） 図中の値は，t期の夫の所得階層別に，t期から t+1期に夫の所得が 10％以上減少した世

帯の割合を時系列に示している．

� 2） 分析対象は t期に有業であった 20-59歳の有配偶男性であり，所得階層は分析対象である

20-59歳の有配偶男性の所得（税・社会保障控除前の年収）により各年毎に集計．

出所） KHPS2004-2015を用いて筆者らが推計．



て失業や転職が所得の減少の一因であるものの，

主要因ではないことがわかる．

では，高所得層では，なにが所得低下を引き

起こす要因になっているのだろうか．図 8では，

同一企業で継続就業していながら 10％以上の

所得減を経験した人について，賞与の減少の有

無を集計した．同様に，左側は 2003 年から

2014年までの集計結果をプールして示したも

のであり，右側はリーマンショック期のみを対

象に集計したものである．すると，所得階層が

上がるほど賞与の減少を経験した人の割合は高

まること，また，特にリーマンショックの時期

にその割合が顕著に高いことがわかる14）．

以上の結果から，次の 2点が明らかになった．

1点目は，景気が大きく後退した時期において，

特に中高所得層で所得の伸びが妨げられたこと，

また，低所得層のみでなく中高所得層において

も所得低下のショックを受けており，リーマン

ショックにより所得格差が縮小する可能性が考

えられる．2点目は，不況期において，低所得

層ほど解雇や失業のリスクが高いものの，その

ような雇用調整よりもむしろ，賞与など賃金に

よる調整が多く，特に高所得層でそのようなケ

ースが多くあることがわかった．不況期に低所

得層のみが失業という形でダメージを受けてい

るわけではなく，どの階層も広く所得の減少を

経験していることも，不況期に格差を縮小させ

る可能性を示唆している．

4．夫の所得低下と妻の就業変化の関係

この節では，夫の所得変化，特に，所得低下

が妻の就業状態の変化に及ぼす影響を分析する．

夫の所得が景気後退や失業の影響によって低下

した場合，一定の生活水準を維持するためにも

働く妻が残業時間を増加させたり，今まで働い

ていなかった妻が働くなどして労働供給を増加

させる可能性がある．この効果は付加的労働者

効果と呼ばれる15）（�口 2001）．この付加的労

働者効果は世帯の所得格差と関連があると考え

られる．具体的には，もともとの世帯所得水準
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図 7．t期から t+1期に 10％以上の所得減を経験したもののうち，失業・転職を経験した割合（夫の所得階層別）

� 1） 分析対象は t期に有業であった 20-59歳の有配偶男性のうち t+1期にかけて 10％以上の所得減を経験したものであり，所得階

層は分析対象である 20-59歳の有配偶男性の所得（税・社会保障控除前の年収）により各年毎に集計．

出所） KHPS2004-2015を用いて筆者らが推計．

図 8．t期から t+1期に 10％以上の所得減を経験した同一企業継続就業者のうち，賞与の減少を経験した割合（夫の所得階層別）

� 1） 分析対象は t期に有業であった 20-59歳の有配偶男性のうち t+1期にかけて 10％以上の所得減を経験したものであり，所得階

層は分析対象である 20-59歳の有配偶男性の所得（税・社会保障控除前の年収）により各年毎に集計．

出所） KHPS2004-2015を用いて筆者らが推計．



が高い場合，夫の所得低下の影響は軽微であり，

妻の付加的労働者効果も小さいと考えられるが，

もともとの世帯所得水準が低い場合，夫の所得

低下の影響は深刻であり，妻の付加的労働者効

果も大きくなると予想される．このため，夫の

所得が低下したとしても，世帯所得水準の低い

階層で付加的労働者効果が強く観察され，世帯

の所得格差の拡大を抑制する可能性がある．本

節ではこの妻の就業が世帯間所得格差の縮小に

寄与するメカニズムについて検証する．使用デ

ータは 2004 年から 2015 年までの KHPS であ

る．分析対象は有配偶者であり，夫の年齢が

59歳以下の場合に限定している．

4. 1 推計手法

妻の付加的労働者効果を分析するにあたって，

次の 3つのモデルを推計する．1つ目は，これ

まで労働市場から退出していた妻が夫の所得低

下によって労働市場へ新規参入したかどうかを

分析する．2つ目は，働く妻が夫の所得低下に

よって今の仕事を辞めずに働き続けるかどうか

を分析する．3つ目は，働く妻が夫の所得低下

によって労働時間を増加させたかどうかを分析

する．

以下ではまず 1つ目の推計モデルから説明す

る．妻の労働市場への新規参入に関する分析は，

以下の Logitモデルで推計する．

Y 
 = x' β+δD+γI+θD ∙ I+μ+ε

（1）

Yは，妻が非労働力から雇用就業または求

職へと変化した場合に 1，妻が継続して非労働

力であった場合に 0となるダミー変数である．

xは個人属性を表し，夫・妻の学歴ダミー，

妻の年齢，3歳以下の子供ありダミー，子供数，

貯蓄額（万円）／100，負債額（万円）／100，都道

府県別有効求人倍率，年次ダミーを含んでいる．

Dは夫の所得が 10％以上低下ダミーであり，

t−1期からt期にかけて夫の所得が 10％以上

低下した場合に 1，それ以外で 0となるダミー

変数である．Iは世帯所得五分位ダミーであ

り，t−1期における等価世帯所得の水準を示

している．今回の分析では 5 つの分位ダミー

（第 1 五分位，第 2 五分位，第 3 五分位，第 4

五分位，第 5五分位）を作成し，もっとも世帯

所得水準の低い第 1五分位ダミーともっとも世

帯所得水準の高い第 5五分位ダミーを説明変数

として使用する．D ∙ Iは夫の所得が 10％

以上低下ダミーと世帯所得五分位ダミーの交差

項を示している．μは観察できない固定効果

であり，εは誤差項を示す．

これらの変数のうち，分析でもっとも注目す

るのは，夫の所得が 10％以上低下ダミーと世

帯所得五分位ダミーの交差項 (D ∙ I) の推

計結果である．この交差項は，夫の所得低下が

どの世帯所得の階層にもっとも大きな影響を及

ぼすのかを示しており，正の符号であれば妻の

付加的労働者効果が促進されることを意味し，

負，または有意でなければ妻の付加的労働者効

果が存在しないことを意味する．この点を

Pooled Logitと Random Effect Logitモデルを

使用して検証する16）．なお，推計では都道府県

別有効求人倍率と 1期前の世帯所得ダミーの交

差項を説明変数に加えた分析も行い，労働市場

の需給状況の変化による妻の新規就業に違いの

有無を検証する．

2 つ目の継続就業に関する分析は，以下の

Logitモデルで推計する．

C
 = x' β+δD+γH+θD ∙H+μ+ε

（2）

被説明変数の Cは，t−1期に就業していた

妻が t期でも同一企業で働いていた場合に 1，t

期で離職した場合に 0となるダミー変数である．

この分析では雇用就業者のみに分析対象を限定

する．説明変数では（1）式と同じく，個人属性

(x ) と夫の所得が 10％以上低下ダミー (D )

を使用する．また，（1）式では t−1期の世帯所

得ダミーを使用していたが，（2）式では t−1期

の夫の所得五分位ダミー (H) を使用する．

これは働く妻の場合，自分の勤労収入が t−1

期の世帯所得に反映され，内生変数となってし

まい，推計結果にバイアスをもたらすと考えら

れるためである．夫の所得五分位ダミーを使用

することで，このバイアスに対処する．（2）式
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でも夫の所得が 10％以上低下ダミーと夫の所

得五分位ダミーの交差項 (D ∙H) を使用し，

その推計結果に注目する．なお，Pooled Logit

と Random Effect Logitモデルで推計を行う．

3つ目の妻の労働時間増加に関する分析は，

以下のモデルを OLSで推計する．

ΔW = x' β+δD+γH+θD ∙H+μ+ε

（3）

ΔWは t−1期から t期での妻の週平均労働

時間の差分を示している．分析対象は雇用就業

者のみであり，説明変数は（3）式に正規雇用ダ

ミーを加えた変数を使用する．なお，推計では

Pooled OLS，Fixed Effect OLS，Random Ef-

fect OLSを使用する．

以上の推計手法を用い，夫の所得低下が妻の

就業行動に及ぼす影響を検証する．なお，これ

までの黒田・山本（2007）や Kohara（2010）とい

った先行研究を見ると，妻の付加的労働者効果

は，主に無業の妻の労働市場への新規参入（Ex-

tensive margin）といった形で主に観察される

ことがわかっている．今回の分析でも同様の傾

向が見られるかどうかといった点にも注目する．

なお，推計に使用した変数の基本統計量は表 2

に掲載してある．

4. 2 推計結果

表 3は夫の所得低下が妻の労働市場への新規

参入に及ぼす影響について検証した結果を示し

ている．表中の（A1）と（A3）は Pooled Logitモ

デルの推計結果であり，（A2）と（A4）は Ran-

dom Effect Logitモデルの推計結果である．な

お，表中の値は限界効果を示す．

（A1）と（A2）の夫の所得低下ダミーと 1期前

の世帯所得ダミーの交差項を見ると，いずれの

場合も 10％以上低下ダミーと世帯所得の第 1

五分位ダミーの交差項が有意に正の値を示して
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いた．この結果は，夫の所得低下によって，世

帯所得の低い階層で妻の労働市場への新規参入

確率が上昇することを意味する．これに対して，

夫の所得が 10％以上低下ダミーと世帯所得の

第 5五分位ダミーの交差項は有意な値を示して

いなかった．この結果は，夫の所得が 10％以

上低下しても，もともと世帯所得が高い階層で

は妻の就業行動に変化が生じないことを意味す

る．以上の結果は，世帯所得水準が低い世帯ほ

ど，夫の所得低下に敏感に反応し，労働供給を

増加させることを意味する．このような妻の付

加的労働者効果が存在するために，世帯間所得

格差の拡大が妻の就業によって抑制されている

可能性がある17）．

これら以外の変数で景気変動による労働市場

の需給状況の変化を示す都道府県別有効求人倍

率の係数を見ると，（A1）と（A2）で正に有意な

値を示していた．この結果は，景気回復等の影

響によって求人倍率が上昇すると妻の新規就業

が増加することを意味する．また，この結果は

景気後退期になれば新規就業が抑制され，非労

働力に留まる妻が増加するといった求職意欲喪

失効果が存在することを示すと考えられる．も

し求職意欲喪失効果が世帯所得階層で違った効

果を持つ場合，付加的労働者効果が世帯間所得

格差に及ぼす影響も変化すると考えられる．こ

の点を確認するためにも（A3）と（A4）で都道府

県別有効求人倍率と 1期前の世帯所得ダミーの

交差項を追加した推計も行った．分析結果を見

ると，（A3）と（A4）の都道府県別有効求人倍率

と 1期前の世帯所得ダミーの交差項は有意にな

っていなかった．この結果は，求職意欲喪失効

果の影響は世帯所得階層間で違った効果をもた

らさないことを意味する．

表 4は夫の所得低下が働く妻の継続就業に及

ぼす影響について検証した結果を示している．

推計結果のうち，夫の所得低下ダミーと 1期前

の夫の所得五分位ダミーの交差項を見ると，交

差項はいずれも有意ではなかった．この結果は，

所得水準が異なったとしても，夫の所得低下に

よって妻の継続就業確率に違いが生じないこと

を意味する．夫の所得が低下した場合，働く妻
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の離職が抑制され，継続就業確率が上昇する可

能性があると考えられたが，実際は夫の所得変

化から影響を受けていないことがわかった18）．

表 5は夫の所得低下が働く妻の労働時間に及

ぼす影響について検証した結果を示している．

推計結果のうち，ハウスマン検定によって採択

された（C3）の夫の所得低下ダミーと 1期前の

夫の所得五分位ダミーの交差項を見ると，交差

項はいずれも有意ではなかった．この結果は，

所得水準が異なったとしても，夫の所得低下に
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よって働く妻の労働時間は影響を受けないこと

を意味する．黒田・山本（2007）や Kohara

（2010）といった先行研究と同様に，働く妻の労

働時間の変化では付加的労働者効果が観察され

ないと言える．

以上の結果をまとめると，次の 2点が明らか

になった．1点目は，夫の所得が低下した場合，

これまで働いていなかった妻の労働供給が増加

するといった形で付加的労働者効果が観察され

た．この効果はもともとの世帯所得が低い家計

において主に観察された．世帯所得階層が低い

場合ほど付加的労働者効果が観察されるため，

妻の就業が夫の所得低下時における世帯間所得

格差の拡大を抑制している可能性がある．2点

目は，夫の所得が低下した場合，働く妻の労働

供給に変化は見られなかった19）．

5．妻の所得が世帯の所得格差に及ぼす影響

社会全体の所得格差について，厚生労働省

「所得再分配調査」や総務省「全国消費実態調

査」を参照すると，いずれにおいても 2000年

代後半から 2010年代にかけて，所得格差の代

表的な指標であるジニ係数は低下している20）．

公的統計の公表結果からは，毎年のジニ係数の

変動や，所得源泉ごとにジニ係数への影響度を

把握することはできない．そこでこの節では，

妻が就労して所得を得ることが，どの程度世帯

間所得格差に影響を与えるのか，夫の所得のみ

で計測したジニ係数と妻の所得も加えて計測し

たジニ係数を時系列で観測することにより確認

する21）．

図 9では，夫の仕事からの所得で計測したジ

ニ係数と，妻の仕事からの所得も足し合わせて

測ったジニ係数を時系列に示している．図から

明らかなとおり，妻が所得を得ることで世帯間

の所得格差が平準化されることがわかる．経年

的にジニ係数は低下する傾向も見られる22）．も

っとも注目したいのは，2008年のリーマンシ

ョック期を境に，以降 2011年まで，妻の所得

によるジニ係数の削減効果が大きくなっている

ことだ．前節で確認した通り，特に低所得層で，

リーマンショックによる夫の所得低下を機に妻

が就労を始めたことにより，世帯間の格差が縮

小されたことが考えられる．

6．結論

本稿では KHPS を用い，現役世代の有配偶

世帯に分析対象を限定し，景気変動による夫と

妻の所得，就業状態の変化が所得格差に及ぼす

影響を検証した．本稿の分析の結果，次の 3点

が明らかになった．

1点目は，夫の所得変化について分析した結

果，景気が大きく後退した時期において，中高

所得層で所得の伸びが滞り，賞与減などを通じ
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図 9．夫のみの所得と夫婦の合算所得で計測したジニ係数とその差

� 1） 分析対象は第 3節の分析で用いたものと同じで，t期に有業であった 20-59歳の有配偶

男性であり，t+1期まで情報が取れるものとしているため，集計結果が 2013年までとなっ

ている．所得については，夫と妻それぞれ 1年間の仕事からの収入（税・社会保障控除前）を

用いている．

出所） KHPS2004-2015を用いて筆者らが推計．



て所得の減少を経験したものが多くいた．一方

で，低所得層でも失業や転職を通じて所得の減

少を経験したものがいたものの，景気後退期に

も所得の伸びを経験しているものが多くいた．

この結果から，景気後退時に低所得層と高所得

層の所得格差が縮小する可能性があると考えら

れる．2点目は，夫の所得変化が妻の就業に及

ぼす影響を分析した結果，夫の所得が低下した

場合，これまで働いていなかった妻の労働供給

が増加するといった形で付加的労働者効果が観

察された．この効果はもともとの世帯所得が低

い家計において主に観察された．3点目は，夫

のみの所得で計測したジニ係数と夫婦の合算所

得で計測したジニ係数を時系列に比較した結果，

妻の就労は世帯間の所得格差を縮小させること，

なかでも 2008年の景気後退期から数年間，妻

の就労による格差縮小効果が大きかったことが

わかった．

以上の分析結果をまとめると，景気後退期に

世帯の所得格差は縮小するが，その背景には中

高所得層の夫の所得低下と低所得層の妻の新規

就業が影響を及ぼしていると考えられる．この

結果は景気変動が夫婦の就業，所得を通じて所

得格差に影響を及ぼすことを示すものであり，

先行研究では指摘されていない新たな知見だと

言える．

なお，無配偶世帯（単身やひとり親世帯）を含

めた全世帯の世帯主所得のジニ係数はカウンタ

ーシクリカルな動きを示し，景気が回復すると

所得格差は縮小し，悪化すると拡大する傾向を

示していた．単身者やひとり親が景気悪化によ

る失業者増加の影響を強く受けているのに対し，

有配偶世帯の世帯主はこの影響が小さく，むし

ろ賞与や残業手当などの影響を強く受けている

ことがわかる．そして，それに加え，近年の女

性の雇用機会の増加が，特に低所得世帯におけ

る妻の新規就業を促し，所得を増やし，景気後

退期に所得格差を縮小させる傾向が確認された．

今後，はたしてこうした動きがリーマンショッ

クにより生じた特異な動きであったのか，それ

ともほかの景気循環過程の中でも見られる一般

的な動きであるのか確認していかなければなら

ないが，景気変動による世帯別，属性別の労働

需給の変化が世帯の所得格差に大きな影響を与

えている．

（慶應義塾大学商学部¶・慶應義塾大学大学院
商学研究科¶¶・拓殖大学政経学部¶¶¶）

注

＊ 本稿を執筆するに当たり，日本学術振興会の科

学研究費助成事業 2400003（特別推進研究）「経済格差

のダイナミズム：雇用・教育・健康と再分配政策のパ

ネル分析」，および課題設定における先導的人文・社

会科学研究推進事業「国際比較可能データによる男女

共同参画と役割変化の多次元動学分析」より助成を受

けた．また，本稿の作成にあたり慶應義塾大学パネル

データ設計・解析センターによる『慶應義塾家計パネ

ル調査』の個票データの提供を受けた．ここに記して

感謝する次第である．

1） これら所得格差に関するサーベイに佐藤（2013）

がある．

2） 妻の就業が所得格差に及ぼす影響を検証した研

究に森（2002）や浜田（2007），浦川（2007）があるものの，

景気変動との関連については明確に検討されていない．

3） 調査対象者もしくはその配偶者が 20-59歳まで

の有配偶男性を分析対象として限定した．

4） 65歳以上の者のみで構成するか，又はこれに

18歳未満の未婚の者が加わった世帯をいう．

5） ここでは，世帯主（有配偶の場合は夫）が 20-59

歳の世帯と定義している．

6） パネルデータの特性上，経年的に格差が縮小す

る可能性があることを留意しておきたいが，集計結果

ではかなりの動きが見られる．

7） リーマンショックの労働市場へ与えた影響に関

する詳細な図表は，付表 1〜4を参照されたい．

8） 産業別の雇用者数の変化には役員，正規の職

員・従業員，非正規の職員・従業員の変化が含まれて

いる．

9） 製造業以外で男性の雇用者数の減少が大きかっ

たのは，建設業（12万人の減少）とサービス業（他に分

類されないもの）（14万人の減少）であった．

10） 付表 4を参照されたい．

11） 農業従事者も含む．

12） 調査対象者もしくはその配偶者である場合に

限定．

13） 本節での分析の第 1五分位が社会全体におけ

る貧困層とどの程度重複しているのかについても確認

しておく．厚生労働省「国民生活基礎調査」が発表し

ている相対的貧困線（等価可処分所得の中央値の半分）

を参考に，本節の分析対象の等価総所得を比較したと

ころ，第 1五分位の 11.5％が相対的貧困の概念から

貧困層に分類されることがわかった．なお，「国民生

活基礎調査」で参照した相対的貧困線は平成 15年か

ら平成 24年であり，KHPSの各調査年にもっとも近

いものを参考にした．

14） 低所得層では，そもそも非正規雇用など賞与
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がない雇用形態のものが他の所得階層と比較して多く

存在する．

15） この付加的労働者効果について国内外で数多

くの研究が存在する．海外の研究について見ると，付

加的労働者効果の存在を指摘する研究が多い（Heck-

man and MaCurdy 1980, 1982 ; Lundberg 1985 ;

Stephens 2002 ; Skoufias and Parker 2006）．代表的な

研究の 1 つである Stephens（2002）は，夫の失業前後

の妻の労働供給の変化を分析し，妻の付加的労働者効

果は夫の失業時点のみならず，その後でも観察される

ことを明らかにした．国内の研究について見ると，海

外と同様に付加的労働者効果の存在を指摘する研究が

多い（�口・阿部 1999；黒田・山本 2007；小原 2007；

Kohara 2010；佐藤 2012）．代表的な研究の 1 つであ

る小原（2007）は，夫の失業が妻の労働供給に及ぼす影

響を分析し，夫の失業が妻の労働時間を増加させるこ

とやその影響は金融資産保有額が少ない家計ほど大き

いことを明らかにしている．

16） Fixed Effect モデルの使用も検討したが，被

説明変数の変動が十分ではなく，推計値を得ることが

できなかったため，使用を断念した．

17） 本分析では不況期に無業の妻がいる世帯に分

析の焦点を当てているが，もともと就労していた妻が

不況により所得を失った世帯も存在する可能性がある．

ここでもし特に世帯所得階層が低い妻ほど失業し，所

得低下に直面していた場合，必ずしも景気後退期に世

帯所得格差の縮小につながらない可能性がある．この

点を確認するためにも就業する妻が失業した場合に 1，

継続就業した場合に 0となる失業ダミーを被説明変数

に使用した Logit分析を行った．この分析では都道府

県別有効求人倍率と 1期前の世帯所得ダミーの交差項

に注目した．分析の結果，都道府県別有効求人倍率と

1期前の世帯所得ダミーの交差項はいずれも有意とな

っていなかった．この結果は，世帯所得階層が低い妻

ほど失業し，所得低下に直面するわけではないことを

意味している．

18） 妻の 1期前の雇用形態を非正規雇用や正規雇

用に分けた場合の分析も行ったが，夫の所得低下ダミ

ーと 1期前の世帯所得ダミーの交差項はいずれも有意

ではなかった．また，妻の離職だけでなく，転職する

かどうかも考慮した分析を実施したが，交差項はいず

れも有意ではなかった．

19） 表 4や表 5において，都道府県別有効求人倍

率と 1期前の夫の所得五分位ダミーの交差項を加え，

景気変動の影響が労働時間や継続就業の変化に及ぼす

影響も分析したが，ほとんどの交差項が有意とならな

かった．この結果は，夫の所得に違いがあったとして

も，景気変動によって妻の労働時間や継続就業に変化

がもたらされないことを示唆している．

20） 厚生労働省「所得再分配調査」の結果による

と，等価可処分所得で計測したジニ係数は 2004年（調

査年は 2005年．以下同様．）に 0.322，2007年に 0.327，

2010年に 0.322，2013年に 0.316となっている．総務

省「全国消費実態調査」の結果によりと，等価可処分

所得で計測したジニ係数は，2004年に 0.278，2009年

に 0.283，2014年に 0.281となっている．

21） 妻の就業率の上昇を背景に，妻の所得が世帯

の所得格差にどのような影響を与えているのか，欧米

諸国では多くの研究が報告されている．結論は研究に

より意見がわかれており，ジニ係数の分解によりアメ

リカにおける状況を分析した Lerman and Yitzhaki

（1985）では，1979 年以降，女性の収入が世帯所得の

格差を拡大させたと報告しており，同様の方法で

1990年代半ばから 2000年代初頭に日本の状況につい

て分析した浦川（2007）でも，妻の所得は現役世代の世

帯間所得格差を拡大させる方向に寄与していると述べ

ている．一方で，Harkness, Machin and Waldfogel

（1997）や Cancian and Reed（1999）の研究においては，

妻の収入が世帯間所得格差を縮小させる方向，もしく

は拡大させたとしても微々たる影響しかないことを分

析から結論付けている．

22） ジニ係数の時系列的な変化ついては，パネル

データによるサンプル脱落の問題とサンプルの高年齢

化の問題が影響を及ぼしている可能性がある．
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